平成２３年２月１１日
専門家責任の問題
弁護士　　竹川忠芳　
「建築に関する専門家」とはどの範囲のどの業種の人たちを指すのでしょうか。それが全く明確にされないままに、姉歯事件を契機に専門家（？）への責任追及が始まりました。
まず、立法の面では、建築基準法が厳格化されただけでなく、建築士法が改正されて、建築士の責任の厳格化がされました。
次に、行政の面では、建築士への行政処分が厳しくなりました。
そして、司法では、建築士の責任が（監理責任を含め）解釈を通じて厳しく強化されるようになりました。それでいて、確認検査機関の責任はあいまいなままです。
つまり、国の政策は専門家への責任追及と言いながら、全て建築士への責任追及で一貫しています。この流れは、裁判所の判例や法解釈にも現れています。例えば、「建築士は契約関係にある建築主に限られず、今後は当該建物を取得する可能性のある第三者に対する義務として、最低限、建築基準法に合致するような設計をせねばならない」と解釈されるに至っているからです。しかも、建築主の方で建築基準法違反の設計を希望した場合であっても、建築士の義務違反に変わりはなく、責任を問われます。そして、工事瑕疵が発生すれば、監理責任を問われ、監理報酬とは比べものにならない損害賠償の負担も肯定される方向にあります。
以上の事実認識を前提にしたとき、私には以下の疑問が生じます。
①、「建築に関する専門家」というのは、設計・監理を担当した建築士だけだろうか。
デベロッパーの内部にも建築士はいます。デベロッパーの中には別会社を持ち、ここが建設業の免許を受けている場合さえあります。建設業者にも専門家は多くいます。建築確認検査機関も専門家であり、当該建物の建築に関わっています。今後は保険会社も関わりが出てくるでしょう。
また、設計・監理に関わった建築士の中でも、元請・下請関係やらいろいろな関係があって、誰が何に責任を負うのか明確とはいえません。
②、次に、もともと建物の良し悪しは、その後の維持管理との関わりが重大なのではないでしょうか。
だとしたら、維持管理の専門家との連携も重要になってこないでしょうか。
１、そこで私は「建築に関する専門家」を「建物の寿命中に建物の技術に関わる専門家」として位置づけてみてはどうかと思います。ここでは、責任を負うべき専門家を出来るだけ挙げてみたいと思います。
デベロッパー、ハウスメーカー、設計・監理者、構造建築士、設備建築士、管理建築士、建築確認検査機関、建設業者（元請、下請）、保険会社、マンション管理士、不動産取引業者、など
２、そして、上記専門家の業務と責任の関係をどうするか。
例えば、個々の業務の遂行にあたる者はどの範囲で責任を負担するのか、また、全体の責任あるいは誰にも属しない業務の責任は誰が負うことになるのか。この点について議論してはどうでしょうか。
３、さらに、監理責任をどのように位置づけるのか。
建築確認申請書では、安直に「監理者」欄を設けていますが、ここに記載される監理者とはどのような人を指すのでしょうか（施主と監理契約を結んでいる人か、施工業者の従業員や名前を貸した人も入るのか）、そして、この人に本当に責任ある監理をやることを期待しているのでしょうか（どの程度の業務を期待し、どの程度の責任を負担すべきなのでしょうか）。また、建設業法で定める監理技術者の仕事と建築士の監理とは重複する部分があるのか、どのような権限と責任の関係にあるのでしょうか。
４、設計施工一貫論による工事、言い換えると、施工業者主体で行う工事については、関わる各専門家の業務と責任の関係をどうとらえたらよいのでしょうか。
結局、以上の議論を経たうえで、「建築専門家の業務と責任に関する法律」みたいなものを定めて、専門家の責任関係を予め位置づけてみてはどうかと思っております。
